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ほど今日の状況は簡単ではない」と言い切り、その理由の 1 つとして、「 3 つの教育機能を相
互に結び付け、総合していく実際的な運営機構が全く存在していない」ことを挙げている。さ
－ 162 －




















































































名古屋女子大学紀要 第 51 号（人文・社会編） 包括的地域教育組織と公民館の関係に関する一考察
－ 165 －
ている。事業期間は各中学校区の立ち上げから 4 年間で、予算措置は 1 ～ 2 年目50万円（府と















































































































































































 7 ） 前掲、山本（1992）。ここでは、学社連携事業の調整組織としての推進組織が市区町村部局に置かれてい
るものが 4 ％にすぎず、一般には教育委員会内に置かれていることも指摘されている。
 8 ） 国立教育研究所生涯学習研究部（研究代表：澤野由紀子）『教育の役割構造変容に伴う学社連携のパラダ
イム展開に関する研究』」（平成 9 ・10年度科学研究費補助金基盤研究（B）（ 2 ）研究成果報告書）1999。
山本慶裕・田中雅文・澤野由紀子・加藤かおり「市区町村における学社連携・融合事業に関する実証的研
究」日本社会教育学会第46回研究大会発表1999。
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があった」と指摘されている。（傍点筆者）
25）公民館活動以外のものにふれたものとしては、次のようなものがある。○他の社会教育施設：「＜子育て
講演会＞：人権センターには地域での取り組みが集積されており、特に子育て支援についてのノウハウが
ある。単に人を集めるだけでなく、人権を視野に入れることができる。＜図書館たんけん＞：中学生が小
学生の小グループをガイドし、本探しのクイズをしながら図書館を探検する。中学生が選択授業で練習し
た人形劇と紙芝居を上演」（T市立 G中学校区 学校関係者）○子育て支援活動（福祉との連携）：「＜ふ
れあい井戸端会議＞：月一回、公民館で不登校児童・生徒の保護者対象に実施（校区を限定しない）」（I
市立M中学校区 学校関係者）○保護者や地域の人々の意識：「公民館運営委員会が活動の中心だが、あ
くまで公民館行事に関する話が中心になる。「子ども」を中心に話せる場は地域協議会しかなく、とても
大切なものだと感じている。」（M市立 N中学校区 学校関係者）
26）小林文人「まとめにかえて－国際的視野からみる公民館の課題と可能性」前掲書『世界の社会教育施設と
公民館』pp.488-493。ここでは、「単独の公民館が、それぞれ独立して総合的施設であろうとする短絡的
な発想から脱却する必要があ」り、「図書館・博物館・青少年施設・福祉施設等との連携・協力による総
合的な体制づくりと、そのなかでの公民館の独自の総合調整の役割が期待される」と指摘されている。
27）前掲、橋田（1998）。
28）例えば、大橋保明・濱田英美子「松原第五中学校区」前掲書『協働の教育による学校・地域の再生―大阪
府松原市の 4 つの中学校区から』pp.165-201。
29）前掲、国立教育研究所生涯学習研究部（1999）。

